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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　無線通信システムにおいて使用される通信リソース不整合から回復するための方法であ
って、
　アクセス端末において、所与の通信制約を満たすために通信のための予測通信リソース
レベルを開ループ推定することと、なお、前記開ループ推定することは、少なくとも、サ
ービングセクタと優勢な非サービングセクタとの間のパイロット信号強度の差に基づく、
　アクセス端末において、パケットフォーマット、電力アウトプットレベル、コードレー
ト、変調方式、帯域幅、電力スペクトル密度、ビームフォーミングのためのアンテナ、周
波数繰り返しインデックス及び副搬送波間隔のうちの１つ、又はこれらの任意の組み合わ
せを含む通信リソース割当てを受信することと、
　アクセス端末において、前記通信リソース割当てと前記予測通信リソースレベルとの間
に通信リソース不整合が存在するかどうかを判定することと、
　アクセス端末において、前記通信リソース不整合に対して通信リソース調整を用いて応
答することと、
　を備え、
　前記通信リソース調整を用いて応答することは、前記通信リソース割当てを前記予測通
信リソースレベルに適合するレベルに適応することを含み、前記適応することは、前記通
信リソース割当ての一部分を採用することと、前記通信リソース割当ての他の部分の代わ
りに代替の調整を選択することとを含む、
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　方法。
【請求項２】
　前記通信リソース調整を伝送することをさらに備える、請求項１に記載の方法。
【請求項３】
　前記通信リソース割当ては、割当てられた帯域幅及び割当てられた電力スペクトル密度
を含み、前記採用することは、前記割当てられた帯域幅を採用し、前記選択することは、
前記割当てられた電力スペクトル密度よりも低い電力スペクトル密度であって、前記予測
通信リソースレベルに基づいてアクセスポイントとの通信が可能な最小電力スペクトル密
度を選択することを含み、
　前記方法はさらに、前記予測通信リソースレベルを伝達する信号を前記最小電力スペク
トル密度で送信することを備える、
　請求項１に記載の方法。
【請求項４】
　前記通信リソース割当ては、割当てられた帯域幅及び割当てられた電力スペクトル密度
（ＰＳＤ）を含み、前記選択することは、前記ＰＳＤよりも小さいＰＳＤでの伝送に適合
する代替のデータパケットフォーマットを選択することを含む、請求項１に記載の方法。
【請求項５】
　前記代替のデータパケットフォーマットに適合するＰＳＤでデータパケットを伝送する
ことをさらに備える、請求項４に記載の方法。
【請求項６】
　前記伝送されるデータパケットで前記予測通信リソースレベルを伝達することをさらに
備える、請求項５に記載の方法。
【請求項７】
　前記予測通信リソースレベルを伝達することは、前記データパケットのヘッダーで伝送
されるｍビット（ただし、ｍは前記無線通信システムの仕様に適合し、または所定の数の
変調シンボルである）のオーバヘッドを含む、請求項６に記載の方法。
【請求項８】
　前記予測通信リソースレベルを伝達することは、専用逆方向リンクレート指示チャネル
を使用する、請求項６に記載の方法。
【請求項９】
　請求項１に記載の方法を実行するように構成された電子デバイス。
【請求項１０】
　無線通信装置であって、
　パケットフォーマット、電力アウトプットレベル、コードレート、変調方式、帯域幅、
電力スペクトル密度、ビームフォーミングのためのアンテナ、周波数繰り返しインデック
ス及び副搬送波間隔のうちの１つ、又はこれらの任意の組み合わせを含む通信リソース割
当てを受信し、所与の通信制約を満たすために、少なくとも、干渉状態の開ループ推定に
基づいて、通信のための予測通信リソースレベルを計算し、なお、前記開ループ推定は、
少なくとも、サービングセクタと優勢な非サービングセクタとの間のパイロット信号強度
の差に基づく、前記スケジュールされたリソースと前記予測通信リソースレベルとの間に
不整合が存在するかどうかを判定し、かつ、前記リソース不整合から回復するように構成
された集積回路と、
　前記集積回路に結合され、データを格納するように構成されたメモリと、
　を備え、
　前記集積回路は、前記リソース不整合から回復するために、通信リソースを調整するよ
うにさらに構成され、さらに、前記通信リソースを調整するために、前記通信リソース割
当ての一部分を採用し、かつ、前記通信リソース割当ての他の部分の代わりに代替の調整
を選択することによって、前記通信リソース割当てを前記予測通信リソースレベルに適合
するレベルに適応するように構成される、
　無線通信装置。
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【請求項１１】
　前記リソース不整合を回復するために、前記集積回路は、前記調整された通信リソース
レベルに従って、使用する通信リソースを通信するようにさらに構成された、請求項１０
に記載の無線通信装置。
【請求項１２】
　前記リソース不整合を回復するために、前記集積回路は、前記調整された通信リソース
を使用することを通信するようにさらに構成された、請求項１０に記載の無線通信装置。
【請求項１３】
　前記集積回路は、ハイブリッド自動再送要求のプロセス順序を調整するようにさらに構
成された、請求項１２に記載の無線通信装置。
【請求項１４】
　前記集積回路は、調整されたパケットフォーマット中に、スペクトル効率、パケットサ
イズ、コードレート、およびハイブリッド再送要求処理で使用されるべき変調方式の指定
を含むようにさらに構成される、請求項１３に記載の無線通信装置。
【請求項１５】
　前記集積回路は、調整された通信リソースを無線通信システムの物理層における専用チ
ャネルを介して伝送するようにさらに構成された、請求項１２に記載の無線通信装置。
【請求項１６】
　前記メモリは、前記計算された予測通信リソースレベルを格納するように構成された、
請求項１０に記載の無線通信装置。
【請求項１７】
　前記メモリは、前記予測通信リソースレベルを計算するためのアルゴリズムを格納する
ようにさらに構成された、請求項１０に記載の無線装置。
【請求項１８】
　前記集積回路は、受信されたパイロット信号、および受信されたパイロット信号の信号
対熱雑音比からなる群より選択されるパイロット強度を計測するようにさらに構成された
、請求項１０に記載の無線通信装置。
【請求項１９】
　リソース不整合からの回復を促進する無線通信において使用される装置であって、
　所与の通信制約を満たすために、少なくとも、干渉状態の開ループ推定に基づいて予測
通信リソースレベルを確立するための手段と、なお、前記開ループ推定は、少なくとも、
サービングセクタと優勢な非サービングセクタとの間のパイロット信号強度の差に基づく
、
　パケットフォーマット、電力アウトプットレベル、コードレート、変調方式、帯域幅、
電力スペクトル密度、ビームフォーミングのためのアンテナ、周波数繰り返しインデック
ス及び副搬送波間隔のうちの１つ、又はこれらの任意の組み合わせを含む通信リソース割
当てを受信するための手段と、
　前記通信リソース割当てと前記予測通信リソースレベルとの間に通信リソース不整合が
存在するかどうかを判定するための手段と、
　前記予測通信リソースレベルと前記受信された通信リソース割当てとの間のリソース割
当て不整合に対して適応型応答を生成するための手段と、なお、前記適応型応答を生成す
るための手段は、前記通信リソース割当てを前記予測通信リソースレベルに適合するレベ
ルに適応するための手段を含み、前記通信リソース割当てを適応するための手段は、前記
通信リソース割当ての一部分を採用するための手段と、前記通信リソース割当ての他の部
分の代わりに代替の調整を選択するための手段とを含む、
　前記リソース割当て不整合に対する前記適応型応答を伝送するための手段と、
　を備える装置。
【請求項２０】
　コンピュータに、１つまたは複数の通信制約に従って無線通信するための必要な通信リ
ソースレベルの開ループ推定値を計算させるためのコードと、なお、前記開ループ推定値
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の計算は、少なくとも、サービングセクタと優勢な非サービングセクタとの間のパイロッ
ト信号強度の差に基づく、
　コンピュータに、パケットフォーマット、電力アウトプットレベル、コードレート、変
調方式、帯域幅、電力スペクトル密度、ビームフォーミングのためのアンテナ、周波数繰
り返しインデックス及び副搬送波間隔のうちの１つ、又はこれらの任意の組み合わせを含
む通信リソース割当てを受信させるためのコードと、
　コンピュータに、１つまたは複数の通信制約に従って無線通信するための必要なリソー
スの前記推定値と前記割当てられたリソースとを比較させ、かつ、前記必要なリソースと
前記割当てられたリソースとが不整合であるかどうかを決定させるためのコードと、
　コンピュータに、前記通信リソース割当てを前記予測通信リソースレベルに適合するレ
ベルに適応させるためのコードと、なお、前記適応させることは、前記通信リソース割当
ての一部分を採用することと、前記通信リソース割当ての他の部分の代わりに代替の調整
を選択することを含む、
　を備えるコンピュータ可読記録媒体。
【請求項２１】
　コンピュータに、前記適応された通信リソースを使用して無線通信することによってリ
ソースに応答させるためのコードをさらに備える請求項２０に記載のコンピュータ可読記
録媒体。
【発明の詳細な説明】
【関連出願の相互参照】
【０００１】
　本出願は、２００６年９月８日出願の米国仮特許出願第６０／８４３，１５４号および
２００７年９月４日出願の米国特許出願第１１／８４９，６４６号の便益を主張する。こ
れら出願の全体は、参照によって本明細書に組み込まれる。
【技術分野】
【０００２】
　本開示は、一般には無線通信に関し、より詳細には無線通信システムにおけるリソース
不整合から回復するための技法に関する。
【背景技術】
【０００３】
　無線通信が個人の日常業務のほとんどあらゆる局面に浸透している。娯楽のみならず仕
事／学校での活動も促進するために、無線システムは広範に配備され、音声、データ、ビ
デオなど様々なタイプの通信コンテンツを提供している。これらのシステムは、使用可能
なシステムリソースの共有によって複数の端末用の通信をサポートできる多元接続システ
ムであり得る。かかる多元接続システムの例としては、符号分割多元接続（ＣＤＭＡ）シ
ステム、時分割多元接続（ＴＤＭＡ）システム、周波数分割多元接続（ＦＤＭＡ）システ
ム、および直交周波数分割多元接続（ＯＦＤＭＡ）システムが挙げられる。
【０００４】
　無線多元接続通信システムは、複数の無線端末用の通信を同時にサポートすることがで
きる。かかるシステムでは、各端末は順方向リンクおよび逆方向リンク上での伝送を介し
て１つまたは複数のセクタと通信することができる。順方向リンク（または下りリンク）
とはセクタから端末への通信リンクを指し、逆方向リンク（または上りリンク）とは端末
からセクタへの通信リンクを指す。これらの通信リンクは１入力１出力（ＳＩＳＯ）、多
入力１出力（ＭＩＳＯ）および／または多入力多出力（ＭＩＭＯ）のシステムを介して確
立され得る。
【０００５】
　複数の端末は、これら端末の伝送を、時間、周波数および／または符号の領域中で互い
に直交であるように多重化することにより、逆方向リンク上で同時に伝送することができ
る。伝送間において完全な直交性が達成される場合、各端末からの伝送は、受信セクタに
おける他の端末からの伝送に干渉しない。しかし、異なる端末からの伝送間の完全な直交
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性は、チャネル条件、受信機の不備および他の要素ゆえに実現されないことがしばしばで
ある。その結果、端末は、同じセクタと通信している他の端末に対して若干量の干渉を引
き起こすことが多い。さらに、異なるセクタと通信している端末からの伝送は通常、互い
に直交ではないので、各端末は、隣接セクタと通信している端末に対して干渉を引き起こ
すこともあり得る。この干渉は、システム内のそれぞれの端末の性能低下をもたらし、そ
の結果としてサービス品質（ＱｏＳ）が劣化する。ＱｏＳを維持するために、通信は、干
渉レベルを、通信用に割当てられるリソースに適合させる必要がある。ゆえに、当技術分
野では、無線通信システムにおいて、干渉作用を軽減し、動作可能な干渉レベルに適合す
るリソースを割当てるための効果的技法の必要性が存在する。
【発明の概要】
【０００６】
　開示される実施形態のいくつかの態様についての基本的な理解を与えるため、以下に簡
単な概要を提示する。この概要は、包括的な概説ではなく、重要なもしくは不可欠な要素
を示すことも、またかかる諸実施形態の範囲を正確に説明することも意図するものでない
。この概要の目的は、以下に示されるより詳細な説明の前置きとして、説明される諸実施
形態のいくつかの概念を簡単な形で提示することである。
【０００７】
　一態様では、本明細書において、無線通信システムにおいて使用される通信リソース不
整合から回復するための方法であって、通信リソース割当てを受信すること、リソース不
整合がリソース割当てと予測通信リソースレベルとの間に存在すると判定すること、およ
び通信リソース不整合に対してリソース調整を用いて応答することを備える方法が開示さ
れる。
【０００８】
　他の一態様では、本明細書において、無線通信装置であって、かかるシステムは、リソ
ーススケジュールを受信すること、リソース予測レベルを計算し不整合がスケジュール対
象のリソースと予測リソースとの間に存在すると判定すること、およびリソース不整合を
回復することを行うように構成される集積回路と、集積回路に結合されデータを格納する
メモリとを備える、無線通信装置が開示される。
【０００９】
　さらに他の一態様では、リソース不整合からの回復を促進する無線通信において使用さ
れる装置であって、通信リソース予測を確定するための手段と、通信リソース予測とスケ
ジュール対象の通信リソースとの間のリソース割当て不整合に対する適応型応答を生成す
るための手段と、リソース割当て不整合に対する適応型応答を伝送するための手段とを備
える装置が開示される。
【００１０】
　さらに他の一態様では、１つまたは複数の通信制約に従って無線通信するのに必要なリ
ソースの開ループ推定値を計算することをコンピュータに行わせるためのコードと、リソ
ース割当てを受信することをコンピュータに行わせるためのコードと、１つまたは複数の
通信制約に従って無線通信するのに必要なリソースの推定値と割当てられたリソースとを
比較することおよび前記必要なリソースと前記割当てられたリソースとが不整合であるか
どうか判定することをコンピュータに行わせるためのコードと、割当てられたリソース群
から１つまたは複数の調整されたリソースを伝送することによってリソース不整合に応答
することをコンピュータに行わせるためのコードとを備えるコンピュータ可読媒体が開示
される。
【００１１】
　一態様では、無線環境において動作する装置であって、１つまたは複数の通信リソース
をスケジューリングするための手段と、通信リソースの代替のセットを伝達している受信
された通信に応答してスケジュール対象の通信リソースを調整するための手段と、代替の
通信リソースのセットを再スケジューリングするための手段とを備える装置が開示される
。
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【００１２】
　他の一態様では、無線通信システムにおいて、時間／周波数リソースのセットを割当て
ること、調整されたリソースのセットを受信すること、および調整されたリソースを使用
する通信を実行することを行うように構成される集積回路と、集積回路に結合されデータ
およびアルゴリズムを格納するメモリとを備える装置が開示される。
【００１３】
　さらに他の一態様では、無線通信システムにおいて使用される方法であって、通信リソ
ースの第１のセットをスケジューリングすることと、スケジュール対象の通信リソースの
第１のセットに応答して通信リソースの第２のセットを受信することと、受信されたリソ
ースの第２のセットに従って通信の第１のセットを再スケジューリングすべきかどうか判
定することとを備える方法が開示される。
【００１４】
　無線通信するためにリソースの第１のセットを割当てることをコンピュータに行わせる
ためのコードと、通信リソースの第１のセットが予測リソースのセットと不整合であるこ
とを伝達している受信された通信に応答してリソースの第１のセットを再割当てすること
をコンピュータに行わせるためのコードとを備えるコンピュータ可読媒体が開示される。
【００１５】
　上述のおよび関連する目標を達成するために、１つまたは複数の実施形態は、本明細書
で以下に完全に説明され特許請求の範囲で具体的に示される特徴を備える。以下の記述お
よび添付図面は、いくつかの例示的態様を詳細に説明し、これらの実施形態の原理が使用
され得る様々なやり方のうち少数のみを示すものである。他の利点および新規な特徴が、
以下の詳細な説明から図面と併せて考慮されるときに明らかとなろう。開示される諸実施
形態は、すべてのかかる態様およびこれら態様の均等物を含むことが意図される。
【図面の簡単な説明】
【００１６】
【図１】本明細書で説明する各種態様による無線多元接続通信システムを示す図。
【図２】リソース割当て不整合からの回復を促進する例示的システムを示すブロック図。
【図３Ａ】リソース不整合を示すブロック図。
【図３Ｂ】本開示の一態様による不整合に対する応答の一例を示すブロック図。
【図４Ａ】本開示の一態様による不整合に対する例示的適応型応答を示す図。
【図４Ｂ】本開示の一態様による不整合に対する例示的適応型応答を示す図。
【図４Ｃ】本開示の一態様による不整合に対する例示的適応型応答を示す図。
【図５】本明細書の一態様によるリソース適応されたデータパケットフォーマットを含む
不整合回復応答を処理する例示的システムを示すブロック図。
【図６】本開示の一態様によるリソース不整合回復を判定する不整合応答コンポーネント
の例示的実施形態を示す図。
【図７】本明細書の諸態様による無線システムにおける通信リソース予測を生成および操
作するための方法を示す流れ図。
【図８】無線通信システムにおける通信不整合に応答するための方法を示す流れ図。
【図９】本明細書の一態様による無線通信システムにおける通信リソースをスケジューリ
ング／再スケジューリングするための方法を示す流れ図。
【図１０】本明細書で開示される諸態様による割当て不整合回復を利用できる例示的多入
力多出力（ＭＩＭＯ）送信機および受信機を示すブロック図。
【図１１】本開示の１つまたは複数の態様による、通信が行われ得る例示的マルチユーザ
ＭＩＭＯ配位を示すブロック図。
【図１２】無線通信システムにおける逆方向リンクリソースとリソース不整合からの回復
とを連係させる例示的システムを示すブロック図。
【図１３】各種態様による無線通信システムにおける逆方向リンクリソースと割当て不整
合回復とを連係させるシステムを示すブロック図。
【図１４】本開示の一態様による無線システムにおけるリソース割当て不整合回復を可能
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にする例示的システムを示すブロック図。
【図１５】本発明の一態様による無線通信システムにおけるリソースのスケジューリング
／再スケジューリングを可能にする例示的システムを示すブロック図。
【発明の詳細な説明】
【００１７】
　各種実施形態を図面を参照して説明する。この図面中では、図面全体を通して同じ要素
を参照するのに同じ参照符号が使用される。以下の記述において、説明の目的で多数の個
別の詳細が１つまたは複数の実施形態の完全な理解を与えるために述べられる。しかしな
がら、かかる（１つまたは複数の）実施形態はこれら個別の詳細を有さなくとも実践され
得ることが明白であろう。別の場合には、よく知られた構造およびデバイスは１つまたは
複数の実施形態の説明を円滑にするためにブロック図形式で示される。
【００１８】
　さらに、用語「または」は、排他的な「または」ではなく包含的な「または」を意味す
ることが意図される。すなわち、別段の指示があるまたは文脈から明らかである場合を除
き、「ＸはＡまたはＢを使用する」は、包含的な自然順列（natural inclusive permutat
ion）のいずれをも意味することが意図される。すなわち、ＸはＡを使用する、ＸはＢを
使用する、またはＸはＡおよびＢの両方を使用するとき、「ＸはＡまたはＢを使用する」
は、前記の場合のいずれでも満たされる。加えて、本出願および添付の請求の範囲で使用
する冠詞「ａ」および「ａｎ」は、一般に、別段の指示があるまたは文脈から明らかであ
って単数形を指す場合を除き、「１つまたは複数の」を意味するものと解されたい。
【００１９】
　本出願で使用する用語「コンポーネント」、「モジュール」、「システム」などは、コ
ンピュータ関連のエンティティ、すなわちハードウェア、ファームウェア、ハードウェア
とソフトウェアの組合せ、ソフトウェア、または実行中のソフトウェアのいずれかを示す
ことが意図される。たとえばコンポーネントは、プロセッサで実行中のプロセス、プロセ
ッサ、オブジェクト、実行可能ファイル、実行スレッド、プログラムおよび／またはコン
ピュータであり得るが、これらに限定されるものでない。例として、コンピューティング
デバイスで実行中のアプリケーションおよびコンピューティングデバイスはいずれも、コ
ンポーネントであり得る。１つまたは複数のコンポーネントはプロセスおよび／または実
行スレッド中に存在でき、１つのコンポーネントは１台のコンピュータ上に局在化される
かつ／または２台以上のコンピュータ間に分散されることが可能である。加えて、これら
のコンポーネントは様々なデータ構造が格納された種々のコンピュータ可読媒体から実行
されることが可能である。これらのコンポーネントはローカルおよび／または遠隔のプロ
セスを介して、たとえば１つまたは複数のデータパケットを有する信号（例として、信号
を介することで、ローカルシステム、分散システム内の他のコンポーネントと、かつ／ま
たは別のシステムを有するインターネットなどのネットワーク全体にわたる他のコンポー
ネントと相互作用する１つのコンポーネントからのデータ）に従うなどで通信することが
できる。
【００２０】
　さらに、各種実施形態は、本明細書において移動体デバイスに関連して説明される。移
動体デバイスは、システム、加入者ユニット、加入者設備、移動局、移動体、遠隔局、遠
隔端末、アクセス端末、ユーザ端末、端末、無線通信デバイス、ユーザエージェント、ユ
ーザデバイス、またはユーザ機器（ＵＥ）とも呼ばれ得る。移動体デバイスは、携帯電話
、コードレス電話、セッション開始プロトコル（ＳＩＰ）電話、無線ローカルループ（Ｗ
ＬＬ）ステーション、携帯情報端末（ＰＤＡ）、無線接続機能を有するハンドヘルドデバ
イス、コンピューティングデバイス、または無線モデムに接続されている他の処理デバイ
スであってよい。さらに、各種実施形態は、本明細書において基地局に関連して説明され
る。基地局は、（１つまたは複数の）移動体デバイスとの通信に使用でき、アクセスポイ
ント、ノードＢ、進化型ノードＢ（ｅＮｏｄｅＢ）または他の何らかの用語でも呼ばれる
ことがある。
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【００２１】
　次に図面を参照すれば、図１は各種態様による無線多元接続通信システム１００の説明
図である。一例において、無線多元接続通信システム１００は複数の基地局１１０および
複数の端末１２０を含む。さらに、１つまたは複数の基地局１１０は１つまたは複数の端
末１２０と通信することができる。限定的でない例示として、基地局１１０はアクセスポ
イント、ノードＢ、および／または他の適切なネットワークエンティティであり得る。そ
れぞれの基地局１１０は特定の地理的エリア１０２ａ～ｃに対し通信カバレージを提供す
る。本明細書においてかつ当技術分野で一般に使用される用語「セル」は、この用語が用
いられる文脈に応じて、基地局１１０および／またはこの基地局のカバレージエリア１０
２ａ～ｃを意味する。
【００２２】
　システム容量を増強するために、基地局１１０に対応するカバレージエリア１０２ａ、
１０２ｂまたは１０２ｃは、複数のより小さいエリア（たとえば、エリア１０４ａ、１０
４ｂおよび１０４ｃ）に分割される。これらのより小さいエリア１０４ａ、１０４ｂおよ
び１０４ｃの各々は、それぞれの基地トランシーバサブシステム（ＢＴＳ（図示せず））
によってサービスされる。本明細書においてかつ当技術分野で一般に使用される用語「セ
クタ」は、この用語が用いられる文脈に応じて、ＢＴＳおよび／またはこのＢＴＳのカバ
レージエリアを意味する。一例において、セル１０２ａ、１０２ｂ、１０２ｃ内のセクタ
１０４ａ、１０４ｂ、１０４ｃは、基地局１１０におけるアンテナ群（図示せず）によっ
て形成され、この基地局１１０においてそれぞれのアンテナ群は、セル１０２ａ、１０２
ｂまたは１０２ｃの一部の中にある端末１２０と通信する役目を負っている。たとえば、
セル１０２ａにサービスする基地局１１０は、セクタ１０４ａに対応する第１のアンテナ
群、セクタ１０４ｂに対応する第２のアンテナ群、およびセクタ１０４ｃに対応する第３
のアンテナ群を有する。しかしながら、本明細書で開示される各種態様は、セルがセクタ
化されたかつ／またはセクタ化されていないシステムにおいて使用できるものと理解され
たい。さらに、任意の数のセルがセクタ化された、および／またはセクタ化されていない
あらゆる適切な無線通信ネットワークが、本明細書に添付される特許請求の範囲内に包含
されることが意図されるものと理解されたい。簡単にするため、本明細書で使用する用語
「基地局」は、セクタにサービスするステーションおよびセルにサービスするステーショ
ンの両方を意味する。本明細書でさらに使用される「サービング(serving)」アクセスポ
イントは、このアクセスポイントを用いることによって端末がＲＬトラヒック（データ）
伝送を有しているアクセスポイントであり、「隣接(neighbor)」（非サービング）アクセ
スポイントは、このアクセスポイントを用いることによって端末がＦＬトラヒック伝送な
らびに／またはＦＬおよびＲＬ制御伝送を有するが、まったくＲＬトラヒックを有し得な
いアクセスポイントである。本明細書で使用する、独立リンクシナリオにおけるＦＬセク
タは、隣接セクタであるものと理解されたい。簡単にするため、以下の説明は、概して言
うと、各端末が１つのサービングアクセスポイントと通信するシステムに関するが、しか
し端末はどんな個数のサービングアクセスポイントとも通信できるものと理解されたい。
【００２３】
　一態様によれば、端末１２０はシステム１００全体にわたって分散される。それぞれの
端末１２０は固定式または移動式であってよい。限定的でない例示として、端末１２０は
アクセス端末（ＡＴ）、移動局、ユーザ機器、加入者ステーション、および／または他の
適切なネットワークエンティティであり得る。端末１２０は、無線デバイス、携帯電話、
携帯情報端末（ＰＤＡ）、無線モデム、ハンドヘルドデバイス、または他の適切なデバイ
スであり得る。さらに、端末１２０は、任意の所与の時点において、いかなる数の基地局
１１０とも通信でき、あるいはまったく基地局１１０と通信しなくてもよい。
【００２４】
　他の一例において、システム１００は、１つまたは複数の基地局１１０に結合されこの
基地局１１０に対して連係および制御を提供し得るシステムコントローラ１３０を用いる
ことにより、集中型アーキテクチャを使用する。代替の諸態様によれば、システムコント
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ローラ１３０は、単一のネットワークエンティティ、またはネットワークエンティティの
集合である。加えて、システム１００は、必要に応じて基地局１１０が互いに通信するこ
とを可能にする分散アーキテクチャを使用する。一例では、システムコントローラ１３０
は、追加として、複数のネットワークに対する１つまたは複数の接続を含む。これらのネ
ットワークは、インターネット、他のパケットベースのネットワーク、ならびに／あるい
はシステム１００内の１つまたは複数の基地局１１０と通信している端末１２０におよび
／またはこの端末１２０から情報を提供できる回路交換音声ネットワークを含む。他の一
例において、システムコントローラ１３０は、端末１２０へのかつ／または端末１２０か
らの伝送をスケジューリングできるスケジューラ（図示せず）を含み、あるいはこのスケ
ジューラに結合される。代替として、このスケジューラは、それぞれの独立セル１０２、
各セクタ１０４、またはこれらの組合せの中に存在する。
【００２５】
　一例では、システム１００は、１つまたは複数の多元接続方式、たとえばＣＤＭＡ、Ｔ
ＤＭＡ、ＦＤＭＡ、ＯＦＤＭＡ、単一搬送波ＦＤＭＡ（ＳＣ－ＦＤＭＡ）および／または
他の適切な多元接続方式を使用する。ＴＤＭＡでは、異なる端末１２０に関する伝送を、
異なる時間間隔で伝送することによって直交させる時分割多重（ＴＤＭ）が用いられる。
ＦＤＭＡでは、異なる端末１２０に関する伝送を、異なる周波数副搬送波で伝送すること
によって直交させる周波数分割多重（ＦＤＭ）が用いられる。一例において、ＴＤＭＡシ
ステムおよびＦＤＭＡシステムでは、複数の端末に関する伝送を、これら伝送が同じ時間
間隔または周波数副搬送波で送達されるにもかかわらず、異なる直交符号（たとえばウォ
ルシュ符号）によって直交させることが可能な符号分割多重（ＣＤＭ）を使用する。ＯＦ
ＤＭＡでは、直交周波数分割多重（ＯＦＤＭ）が使用され、ＳＣ－ＦＤＭＡでは、単一搬
送波周波数分割多重（ＳＣ－ＦＤＭ）が使用される。ＯＦＤＭおよびＳＣ－ＦＤＭは、シ
ステム帯域幅を複数の直交副搬送波（たとえば、トーン、ビン（bin）、．．．）に分割
でき、これら直交副搬送波の各々は、データを用いて変調される。通常、変調シンボルは
、ＯＦＤＭの場合は周波数領域に、ＳＣ－ＦＤＭの場合は時間領域に送達される。追加お
よび／または代替として、システム帯域幅を１つまたは複数の周波数搬送波に分けること
ができ、これら周波数搬送波の各々は、１つまたは複数の副搬送波を含む。またシステム
１００は、ＯＦＤＭＡおよびＣＤＭＡなどの多元接続方式の組合せを使用することもでき
る。本明細書において示す電力制御技法は概してＯＦＤＭＡシステムについて述べるが、
しかしながら本明細書において説明する技法は、いかなる無線通信システムにも同様に適
用され得るものと理解されたい。
【００２６】
　他の一例において、システム１００内の基地局１１０および端末１２０は、１つまたは
複数のデータチャネルを用いてデータを通信し、１つまたは複数の制御チャネルを用いて
シグナリング（signaling）を通信する。システム１００によって用いられるデータチャ
ネルは、任意の所与の時点において各データチャネルが１つの端末のみによって使用され
るように、アクティブな端末１２０に割当てる。あるいは、データチャネルを複数の端末
１２０に割当て、これら複数の端末１２０を、データチャネル上で重ね合わせるまたは直
交的にスケジューリングする。システムリソースを節約するために、システム１００によ
って使用される制御チャネルを、たとえば符号分割多重を用いることにより複数の端末１
２０間で共有する。一例では、周波数および時間のみで直交的に多重化されたデータチャ
ネル（たとえば、ＣＤＭを用いて多重化されていないデータチャネル）は、対応する制御
チャネルよりも、チャネル条件および受信機の不備に起因する直交性の損失による影響を
より受けにくい。
【００２７】
　一態様によれば、システム１００は、たとえばシステムコントローラ１３０および／ま
たは各基地局１１０に実装される１つまたは複数のスケジューラを介する集中型スケジュ
ーリングを使用する。集中型スケジューリングを使用するシステムでは、（１つまたは複
数の）スケジューラは、適切なスケジューリング判断を下すために、端末１２０からのフ
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ィードバックに依拠する。一例において、スケジューラが、かかるフィードバックが受信
される源である端末１２０についてサポート可能な逆方向リンクピークレートを推定しこ
れに応じてシステム帯域幅を割り振るために、このフィードバックは、フィードバック用
のＯＳＩ情報に追加されるデルタオフセットを含む。
【００２８】
　他の一態様によれば、最低限のシステム安定性およびサービス品質（ＱｏＳ）のシステ
ムパラメータを保証するために、本明細書で後述するリソース割当て不整合回復をシステ
ム１００が使用する。一例として、逆方向リンク（ＲＬ）肯定応答メッセージの復号誤り
確率により、すべての順方向リンク伝送用の誤りフロア（error floor）がもたらされる
。すなわち、かかる確率を用いて、サービスセクタ１０４内の基地局によって発行された
スケジューリング割当てについてのリソース予測要件を確定する。システム１００は、特
定の不整合回復応答を用いることにより、制御およびＱｏＳのトラヒックならびに／また
は他のトラヒックを、厳しい誤り要件を満たしつつ電力効率良く伝送することを促進する
。
【００２９】
　図２は、無線システムにおけるリソース割当て不整合からの回復を促進する例示的シス
テムのブロック図を示す。アクセス端末（ＡＴ）２２０がサービングアクセスポイント（
ＡＰ）２５０と通信し、このアクセスポイント２５０は、順方向リンク（ＦＬ）２６５を
介してＡＴ２２０にデータおよび制御のコードシンボルを送信し、逆方向リンク（ＲＬ）
２４５を通じてデータおよび制御を受信する。特に、サービングＡＰ２５０は、リソース
割当てを端末２２０に通信する。かかるリソース割当てにより、通信リソース、たとえば
電力レベルおよび／または電力スペクトル密度、パケットフォーマット、帯域幅、周波数
繰り返しパターンまたはインデックス、副搬送波割当て、副搬送波間隔などに関する情報
が伝達され、ＡＴ２２０はこの情報を用いてＡＰ２５０と通信を行う。リソース割当ては
、スケジューラ２５４によって管理され、このスケジューラ２５４は、ＱｏＳ；ビット当
たりのエネルギー；サービングセル内のトラヒック負荷；セル内の信号対雑音比（ＳＮＲ
）および信号対雑音干渉比（ＳＩＮＲ）；その他に関するプロバイダ目標基準（provider
 target standards）に基づいて割当てを決定する。スケジューリング判定を行うために
、スケジューラ２５４は、スケジューラ２５４が採用したスケジューリングアルゴリズム
（たとえばラウンドロビン、フェアキューイング（fair queuing）、最大スループット、
プロポーショナルフェアネス（proportional fairness）など）の一部を実行するプロセ
ッサ２５８に結合される。メモリ２６２は、スケジューリングアルゴリズム、スケジュー
リング割当て、およびスケジューラの動作に関連する他のデータを格納する。
【００３０】
　加えて、スケジューラ２５４は、リソースの（再）割当てを発行するために、ＡＴ２２
０からＲＬ２４５を介して受信されたフィードバック情報を使用する。一態様において、
フィードバック情報は、割当てられたリソース（たとえば電力、または電力スペクトル密
度）に関連するオフセット値（Δ）を含む。このΔを、スケジューラ２５４によって使用
して、リソースレベルを調整しかかるΔに従ってリソースを再割当てする。かかる一態様
では、ＡＰ２２０が、メモリ２６２に格納されたアルゴリズムにアクセスし、このアルゴ
リズムがプロセッサ２５８によって実行されて、再割当てされるリソースのレベルが再計
算される。かかる再割当ては、他セクタのアクセス端末（図示せず）上のＡＴ２２０によ
って引き起こされる干渉を軽減するために使用できるものと理解されたい。すなわちＡＰ
２５０が、Δ値を受信することに応答してより低い動作電力をＡＴ２２０に再割当てする
とき、干渉を軽減することができる。さらに、リソース再割当ては、アクセスポイントの
通信を、チャネル条件または端末能力ならびに上述した他の制約に適合する通信に変更す
るために実施することができる。
【００３１】
　次に、フィードバック情報、およびリソース割当てに対する応答としての該フィードバ
ック情報の生成、ならびにリソース割当て不整合からの回復のための手段としての該フィ
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ードバック情報の使用について説明する。説明に裏付けを与え本発明の諸態様を完全に説
明するために、図３Ａおよび３Ｂ、ならびに図４Ａ、４Ｂおよび４Ｃに示した例示的ブロ
ック図を参照する。
【００３２】
　フィードバック情報生成は、リソース予測コンポーネント２２４および不整合応答コン
ポーネント２２８から開始される。リソース割当ての前に、無線デバイスは、コンポーネ
ント２２４を介することで、以下のことを行うのに必要な複数のリソースの予測を生成す
る：（ｉ）ＱｏＳ目標基準（QoS target standards）（たとえばピークデータレート、ス
ペクトル効率、待ち時間、容量）を満たす；（ｉｉ）特定のスペクトル効率、パケットサ
イズ、コードレートおよび変調、ならびにハイブリッド自動再送要求（ＨＡＲＱ）のステ
ップ数（もしくは順序）から構成され得る特定のパケットフォーマットを用いて、定めら
れた帯域幅および最大割当て電力の範囲内で送信する、かつ／または特定のチャネル状態
条件（例として、特定のチャネル品質指標（たとえばＳＮＲおよびＳＩＮＲ、動作端末に
よって引き起こされるセル間およびセル内干渉））の範囲内で送信する；かつ／あるいは
（ｉｉｉ）部分負荷された（partially-loaded）セルのシナリオにおけるバースト的なユ
ーザによって生じる大幅な干渉増加に起因する性能損失量を制限する。加えて、リソース
予測生成には、マルチセクタ／セル無線システム（図１）における特定の周波数繰り返し
パターンが関与することがある。（ｉ）～（ｉｉｉ）以外の制約については、リソース予
測コンポーネント２２４を介することでリソース予測の生成が可能となるものと理解され
たい。条件（ｉ）～（ｉｉｉ）は、隣接セクタ内でのパケット誤りまたは不良な逆方向リ
ンク（たとえばＲＬ２４５）肯定応答メッセージのレートに応じて、携帯無線システム（
図１）において相互に関連し得るものと理解されたい。すなわち、上述のパケット誤りの
何らかのレベルは、関連するフルレングス（ｆｕｌｌ－ｌｅｎｇｔｈ）ＨＡＲＱプロセス
、ピークデータレートおよび待ち時間と一緒に、目標ＱｏＳ未満のレベルに達する可能性
がある。
【００３３】
　図３Ａは、一般化されたリソース座標における、予測リソース値３１０を概略的に示す
。一般化された座標として、図３Ａのレベルは、予測リソース値のセットに対応し得るも
のと理解されたい。すなわち、一態様では、かかるセットは、コードレートＲ（ただし０
＜Ｒ≦１）、ならびに、たとえば２相シフトキーイング（ＢＰＳＫ）、４相シフトキーイ
ング（ＱＰＳＫ）、多相シフトキーイング（Ｍ－ＰＳＫ）または多値直交振幅変調（Ｍ－
ＱＡＭ）から選択される変調方式である。その一方、他の一態様では、予測リソース値の
セットは、周波数分散（インタリーブ）スケジューリングにおける電力レベル、帯域幅、
および副搬送波のセットに対応する。
【００３４】
　一態様において、前述の特徴（ｉｉｉ）に関連するリソースは、典型的には、電力アウ
トプットまたは電力スペクトル密度（ＰＳＤ）を調整することを必要とする。アクセス端
末（たとえばＡＴ２２０）は、周波数適応型干渉軽減（たとえば、一体的または部分的周
波数繰り返し）も利用できるものと理解されたい。この周波数適応干渉軽減では、該端末
が、他セクタの干渉を低減するために通信に使用される周波数副帯域（たとえば、ｐ個の
トーン｛νＫ、νＫ＋ｐ｝を有する副帯域）を変更する。一態様において、かかる周波数
適応型機構は、セクタ化された通信（図１）に向いている。このセクタ化された通信では
、マルチプルセクタ、多出力のスマートアンテナが、周波数繰り返しを利用する端末のサ
ービングアクセスポイント（たとえばＡＰ２５０）によって用いられる。かかるシナリオ
では、ビームフォーミングが、他セクタの干渉軽減の所望レベルを達成するために周波数
適応と並行して使用される。ビームフォーミングに使用可能な電力、ＰＳＤ、周波数副帯
域およびアンテナなど、前述の割当てられるリソースは、リソース予測レベルに対して不
整合である。このような場合、本明細書で後述される手法を用いて、かかる不整合から回
復することが可能である。
【００３５】
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　所定の制約（たとえば（ｉ）～（ｉｉｉ））を満たすのに必要なリソースを決定するた
めに、リソース予測コンポーネント２２４は、開ループ予測を適用して必要なリソースの
設定点を確定する。概して言うと、開ループの決定により、開ループコントローラ（この
場合ＡＴ２２０）において依拠しているシステムのインプット信号およびモデル応答から
、基準レベル（図３Ａ）または予測リソース値を生成する。一態様では、リソース予測コ
ンポーネント２２４で計測されるインプット信号は、サービングアクセスポイント（たと
えばＡＰ２５０）および複数の非サービングセクタからのパイロット信号である。リソー
ス予測コンポーネント２２４は次いで、開ループ予測を計算するために、モデル応答にお
けるサービングセクタと優勢な非サービングセクタとの間のパイロット信号強度の差異を
用いる。他の一態様では、このモデル応答は、アクセスポイントが監視できる熱雑音に関
するセクタ／セル干渉の平均値を含む。かかる平均値は、通信時に使用される各々の副帯
域の干渉電力を推定し、個々の副帯域の干渉電力推定値に基づいて平均干渉電力を計算す
ることによって求めることができる。この平均干渉電力は、種々の平均値算出技法、たと
えば算術的平均算出、幾何学的平均算出、効果的なＳＮＲベースの平均算出などを用いて
求めることができる。リソース予測コンポーネント２２４に結合されるプロセッサ２３２
は、予測される設定点値３１０を確定するのに必要なすべての計算のうち一部を行うこと
が可能である。メモリ２３６は、予測リソースレベル、平均算出アルゴリズム、および開
ループ予測に関連する他の操作データ／命令を保持する。
【００３６】
　アクセス端末２２０が、リソース予測レベル３１０を決定し、リソース割当て３２０を
受信したならば、端末２２０は、予測と割当ての間に不整合ΔＲ３３０が存在するかどう
か判定する。しかしながら、アクセス端末が、サービングアクセスポイント（たとえば２
５０）に予測リソースレベル３１０をフィードバックし、前記ＡＰが割当てをスケジュー
リングするときにこの予測値を採用する可能性があり得るので、不整合が存在しないこと
があることに留意されたい。スケジューラ（たとえばスケジューラ２５４）が、多元接続
に使用可能であるリソース（たとえばアンテナ、副搬送波および副帯域、電力）、セル内
のトラヒック負荷、通信またはアプリケーションにおいて予想される待ち時間などの複数
の要因のうち少なくとも１つに基づいて、この予測値または異なる値を移動体２２０に割
当てるべきかどうか判定できるものと理解されたい。
【００３７】
　アクセス端末（たとえばＡＴ２２０）が、不整合が存在する（たとえばΔＲ３３０）と
判定するとき、たとえば割当てられた帯域幅Ｗがリソース予測要件と一致しない場合、た
とえば割当てられたＷが、ＰＳＤ制約または他の制約セットに適合する最大帯域幅のＷＭ

ＡＸ予測よりも大きいなどのときに、不整合応答コンポーネント２２８が応答を判定する
。かかる応答は、通信の障害許容力を表す少なくとも以下の３つのカテゴリ、すなわち（
ａ）抑制型（suppressive）、（ｂ）支援型（supportive）、または（ｃ）適応型（adapt
ive）のうちの１つに分類されることが可能である（この障害許容力については、以降の
考察で明らかとなる）。抑制型応答は、通信を中止する（suspend）ことをもたらす。一
例として、抑制型のケースでは、コンポーネント２２８は伝送を中断し、リソース（たと
えば、上の例では帯域幅Ｗ）の割当てを取り消す。かかる応答は、結果的にセクタのＱｏ
Ｓを劣化させ、サービングセルを再取得する必要をもたらすことがある。とはいえ、伝送
を中止することにより、端末が及ぼし得るセル間およびセル内干渉をかなり抑制すること
が可能となる。図３Ｂは、リソース不整合（ΔＲ３３０）に対する静的応答のブロック図
である。ＡＴ２２０とＡＰ２５０を結んでいるＲＬ２４５の×記号が、このタイプの応答
で通信が中止されていることを示す。
【００３８】
　リソース割当て不整合に対する支援型および適応型の応答に関して、かかる応答は、以
下の点から不整合回復と見なすことができる。すなわち、これらの応答は、（ｉ）リソー
ス不整合の存在を判定する加入者ユニット（たとえばＡＴ２２０）と、該ユニットにサー
ビスするアクセスポイント（たとえばＡＰ２５０）との間の通信を維持でき、（ｉｉ）不
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整合を生成するリソースをスケジューリングしているサービングアクセスポイントに、適
応されたリソースを通信することが可能であるからである。支援型応答は、スケジューリ
ングアクセスポイント（たとえばＡＰ２５０）の判断で通信の終了をもたらすことがある
一方、適応型応答は、典型的には、通信の中断に至らない（アクセス端末およびアクセス
ポイントの複雑さならびに通信オーバヘッドが追加されることの代償に獲得される障害許
容力）ものと理解されたい。例示として、支援型応答の一例、および不整合（たとえば割
当てが開ループ予測に反する）に対する適応型応答の２つの例を次に述べる。
【００３９】
　（１）支援型。アクセス端末（たとえば２２０）は、通信用の予測リソースレベル（た
とえば、ＰＳＤに関して予想される開ループ値）を使用する。ただし、この予測リソース
レベルは割当てとは不整合になる。サービングアクセスポイントは、順次、不整合なリソ
ースに基づいて通信を受信する；チャネル品質指標が、スケジュール対象のリソースに適
合しない（たとえば、端末からのチャネルアウトプット電力；ＡＰは、ＡＴに割当てられ
た５ｄＢではなく２ｄＢを計測する）ことを検出し、伝送がかかるチャネル条件で完了さ
れ得ないと判定する；その後にスケジューリングされるリソース、たとえばアクセスポイ
ントにおいて復号に成功する可能性を増大させるために通信に使用されるＨＡＲＱプロセ
ス順序など（例として、最初の通信（２６５Ｉ）におけるＮステップＨＡＲＱから、次の
通信（２６５Ｆ）のＭステップＨＡＲＱへ（ただし、Ｍ＞Ｎ））を適応させることができ
る。この最後のステップの代わりに、アクセスポイントは、端末の不整合状態と通信し伝
送を中止しようとする試みを無視してもよい。スケジューラ２５４などのスケジューラは
、ＨＡＲＱプロセスまたは他の実質的に任意のリソース（たとえば、割当てられた副搬送
波もしくは副帯域、帯域幅、または電力）が、無線デバイスとの通信を支援するように調
製され得るかどうか判定することができるものと理解されたい。かかる判定は、スケジュ
ーラが使用できる種々のスケジューリングアルゴリズム（上記参照）に基づく。図４Ａが
、リソース割当て不整合に対するこの適応型応答を示す。
【００４０】
　（２）適応型。アクセス端末（たとえばＡＴ２２０）は、スケジュール対象の割当て（
たとえばＰＳＤＡおよびＢＷＡ）を部分的に採用し、伝送（ＰＳＤＭＩＮ）が端末の割当
てと異なるにもかかわらず、かかるＰＳＤＭＩＮを可能にするできる限り低い電力密度を
使用しているスケジューリングアクセスポイント（たとえばＡＰ２５０）と通信する。こ
の通信は、パケットが、予測リソースに適合する帯域幅（ＢＷＢ）値を示しているパケッ
ト伝送から構成され得る。スケジューリングＡＰは、代替のリソースを受信するとただち
に次の割当てにおいて帯域幅を再スケジューリングし、ＢＷＢを移動局に割当てる。調整
されたリソースをサービングＡＰに伝送することに関連するオーバヘッドが存在するもの
と理解されたい。この調整されたリソースレベルは伝送されるデータパケットヘッダーで
伝達される。図４Ｂが、この例示的適応型応答を示す。
【００４１】
　（３）適応型。アクセス端末は、ＰＳＤおよびＢＷ、ならびにデータパケットフォーマ
ット割当てを受信する。ＡＴが、たとえば割当てられたＰＳＤと、（たとえば開ループ予
測において生じた）より低い予測ＰＳＤ（ｏｐ）との間に不整合が存在すると判定する場
合、アクセス端末は、割当てられたデータパケットフォーマットに対して、ＰＳＤ（ｏｐ

）を採用している通信が現在のチャネル条件下で完了され得るかどうか評価する。かかる
評価が、通信が失敗するかもしれないことを示す場合、ＡＴは、割当てを部分的に維持し
、スペクトル効率、符号化レートおよび／または変調などがより低い（既存のチャネル品
質指標を有するより低いＰＳＤ（ｏｐ）で伝達され得る）フォーマットにデータパケット
フォーマットを落とすことによって不整合に応答する。図４Ｃが、リソース割当て不整合
に対するこの例示的適応型応答を示す。
【００４２】
　システム仕様が原因となって、通信が行われる無線ネットワークがパケットフォーマッ
ト変更を提供する場合に先に説明した適応型応答が可能になるものと理解されたい。一態
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様において、かかるネットワークにおけるアクセスポイント（たとえばＡＰ２５０）は、
無線システム（たとえば、第３世代ロングタームエボリューション（３Ｇ　ＬＴＥ）、第
３世代ウルトラモバイルブロードバンド（３Ｇ　ＵＭＢ）など）の標準仕様に適合する適
合データパケットフォーマット（たとえば、特定のスペクトル効率、パケットサイズ、コ
ードレートおよび変調、ならびにＨＡＲＱの順序）のリスティングを伝送する。なお、本
明細書で使用する適合パケットフォーマットとは、一般に、互いに適合するパケットフォ
ーマットのセット、または該セットのうちの特定（たとえば「マスター」）要素のサブセ
ットに適合するパケットフォーマットのセットであって、端末（たとえばＡＴ２２０）に
対して、このセットの要素、または「マスター」要素の１つが割当てられるとき、該端末
は、前記セットの他の要素を選択し、割当て上の所与のパケットに関する割当てられてい
るパケットフォーマットに対する操作上の適正な代替として前記他の要素を使用する、パ
ケットフォーマットのセットを指すことに留意されたい。フォーマットのリスティングは
各ＡＰによって伝送され、その結果、端末が、このリスティングを取得し、アクティブな
セット内に組み込み（たとえばセルＩＤを割当て）、メモリ２３６などの端末メモリ内に
格納する。他の一態様では、リソース適応されたパケットを符号化するまたはビルドする
のに使用されるパケットフォーマットは、パケットヘッダー内の（無線システムの仕様に
基づく）所定の数の変調シンボルにおいて示すことができる。さらに他の一態様では、専
用チャネル、たとえば逆方向リンクレート指示チャネル（本明細書ではＲ－ＲＩＣＨと称
される）を、リソース適応されたデータパケットフォーマットを伝達するために用いられ
る。
【００４３】
　図５は、前述のリソース適応されたデータパケットフォーマットが関与する不整合回復
応答を処理するシステムの例示的実施形態５００である。このシステムは、スケジューラ
５５４、プロセッサ５５８、メモリ５６２、および適応型コーデックコンポーネント５６
６を含むアクセスポイント５５０内で実施される。コンポーネント５５４は、スケジュー
ラ２５４とほぼ同じ機能を有し、したがってセクタ／セルＡＰ５５０のサービス内にある
ユーザ機器にリソース割当てを通信する。先述のように、例示的不整合回復は、複数フォ
ーマットを有する複数の異種データパケットを生成および伝送するアクセス端末（たとえ
ばＡＴ２２０）が関与することがある。適応型コーデックコンポーネント５６６は、かか
る複数のデータパケットを復号化する。復号は、複数の仮説的（たとえばパケットフォー
マット）復号化アルゴリズム、たとえばビーム探索、グリーディー復号化（greedy decod
ing）、スタックマルチプル仮説アプローチ（stack multiple hypotheses approach）な
どに基づく。加えて、コンポーネント５６６は、データパケットフォーマットの復号／受
信に失敗したことに関連する誤りメッセージを発行および通信することができる。一態様
において、サポートされるパケット形式はメモリ５６２内に存在し、コンポーネント５６
６は、情報伝送に使用されるフォーマットに関連して異種フォーマットが受信されたと判
定するとただちに、かかる情報にアクセスする。他の一態様では、パケットフォーマット
、ならびに符号化の詳細が、上述した一態様に従って、データパケットそれ自体と一緒に
受信される。復号化アルゴリズムは、メモリ５６２に格納され、プロセッサ５５８によっ
て部分的に実行される。コンポーネント５６６は、本明細書では、このコンポーネント５
６６が、種々のデータフォーマットを時間の関数として受信するように適応可能であるこ
とを示すように適応型であると述べられることに留意されたい。
【００４４】
　図６は、本明細書で前述した諸態様によるリソース不整合回復を完全にまたは部分的に
判定および実行する不整合応答コンポーネント２２８の例示的実施形態６００を示す。不
整合応答コンポーネントは評価コンポーネント６３２を利用でき、この評価コンポーネン
ト６３２は、無線システムの諸条件（たとえば開ループリソース予測の設定点、チャネル
条件、セルトラヒック負荷、サービングアクセスポイントによって監視されるなどの平均
セル干渉、平均セル干渉、他セクタ干渉の指示、サービングアクセスポイントにおいて使
用可能なアンテナ）を評価し、抑制型、支援型または適応型の応答、たとえば前述の応答
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例（１）～（３）を選択する。応答アルゴリズムは応答記憶装置６３６から取り出され、
プロセッサ２３６は、応答選択を導き出す評価の一部を行うように構成する。
【００４５】
　一態様において、不整合回復応答を判定するために、評価コンポーネント６３２は、特
定の状況または動作を識別するための人工知能（ＡＩ）に依拠し、あるいは無線システム
の特定の状態または複数の端末の挙動の確率分布を生成する。人工知能は、システムまた
はユーザにおいて使用可能なデータ（情報）のセットに、高度な数学的アルゴリズム、た
とえば決定木(decision tree)、ニューラルネットワーク、回帰分析、クラスタ分析、遺
伝的アルゴリズム、および強化学習を適用することに依拠する。具体的には、したがって
評価コンポーネント６３２は、確率論ベースまたは統計学ベースの手法を、たとえば判定
または推測を行うことに関連して用いることができる。この推測は、部分的に、システム
を使用する前の（１つもしくは複数の）分類器（図示せず）の明示的トレーニング、また
は少なくともシステムの使用中における以前または現在の動作、コマンド、命令などに基
づく暗黙的トレーニングに基づくことが可能である。
【００４６】
　評価コンポーネント６３２はまた、データから学習し、次いで、本明細書で述べられる
種々の自動化態様を実施することに基づいて構築されるモデル（例として、隠れマルコフ
モデル（ＨＭＭ）および関連する原型依存モデル（prototypical dependency model）、
より一般的な確率的グラフィカルモデル（例として、たとえばベイズモデルのスコアまた
は近似を用いる構造探索によって作成されるベイジアンネットワーク）、線形分類器（た
とえばサポートベクターマシン（ＳＶＭ））、非線形分類器（たとえば「ニューラルネッ
トワーク」手法と呼ばれる方法、ファジー論理手法、およびデータ融合を行う他のアプロ
ーチなど））から推測を引き出すための多数の手法のうちの１つを使用することもできる
。
【００４７】
　図示され上述された例示的システムに鑑みて、開示された内容に従って実施可能である
手法は、図７、８および９の流れ図を参照することでよりよく理解されよう。説明を簡潔
にするために、手法は、一連のブロックとして図示および説明されるが、特許請求される
内容は、ブロックの数または順番によって限定されないものと理解および認識されたい。
なぜならば、一部のブロックは、本明細書で図示および説明されたものに対して、異なる
順番でかつ／または他のブロックと並行して動作され得るからである。またなお、図示し
たすべてのブロックが、本明細書に記した手法を実施することを必要とされなくてよい。
これらのブロックに関連する機能は、ソフトウェア、ハードウェア、ソフトウェアとハー
ドウェアの組合せ、または他の任意の適切な手段（たとえばデバイス、システム、プロセ
ス、コンポーネント、．．．）によって実施できるものと理解されたい。加えて、以下に
および本明細書全体にわたって開示される手法は、かかる手法を各種デバイスに運搬およ
び移動するのを容易にするために製品に格納されることが可能であるものとさらに理解さ
れたい。あるいは手法は、一連の相互に関連する状態またはイベントとして、たとえば状
態図でのように表され得ることを当業者ならば理解および認識されよう。
【００４８】
　図７は、無線システムにおける通信リソース予測を生成および操作するための方法７０
０の流れ図を示す。動作(act)７１０において通信リソース予測が生成される。この予測
は、特定の通信制約、例としてサービスプロバイダによって課されるＱｏＳ目標レベル、
たとえば所定のアプリケーション（たとえばオンラインゲーム）におけるセル／セクタ容
量、ピークデータレートおよび待ち時間などに準拠することに基づく。他のリソース予測
は、動作要件から生じ、したがって時間依存である；一例として、このリソースは、部分
負荷されたシステムにおけるバースト的な加入者ユニットによってシステム上に課される
他セクタの推測量を限定するように予測され得る。かかるシナリオでは、リソースは、電
力、または電力スペクトル密度であり得、リソース予測は、相当の沈黙期間の後に通信を
開始するバースト的なユーザに提供される電力アウトプットのレベルであり得る。干渉軽
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減、たとえばオフセットベースの（Δベースの）高速ＯＳＩ軽減のためのフィードバック
機構は、効果的な干渉の差動制御に必要とされる基準リソースレベルとして７１０におい
て生成された、予測リソースレベルを採用できるものと理解されたい。さらに、他のリソ
ース（たとえば、一体的および部分的周波数繰り返しの両方における副搬送波の割当て）
の予測レベルが、動作７１０において生成されるものと理解されたい。部分周波数繰り返
しでは、予測リソースは、低電力／高電力チャネル、およびセクタ／セル境界に対する移
動体の近さ（図１を参照）に基づく、これらチャネルの予測される割当てであり得る。一
態様では、この予測は、開ループ計算におけるインプット信号として複数のパイロット信
号を使用することによって、開ループ推定値から導出することができる。
【００４９】
　動作７２０および７３０は操作動作である。７２０において、予測リソースレベルが、
後での使用および分析用に（たとえばメモリ２３６に）格納される一方、７３０において
、この予測が、フィードバック処理を行うために伝送される。一態様では、フィードバッ
クは、通信リソースをスケジューリングするサービスアクセスポイント、たとえばＡＰ２
５０に提供される。リソース割当ての前に、スケジューラ（たとえばスケジューラ２５４
）を媒介するかかるアクセスポイントは、動作７３０を実行する加入者ユニット用の推奨
される動作レベルとして前記動作において伝送された予測レベルを採用する。これにより
、前記加入者ユニットが、リソース推定値７１０を生じさせた通信制約を満たすことを確
実にすることができる。
【００５０】
　図８は、無線通信システムにおける通信不整合に応答するための方法８００の流れ図で
ある。動作８１０において、通信リソース割当てが受信される。一態様では、アクセスポ
イント（たとえばＡＰ２５０）が、通信用の移動体（たとえば２２０）に、リソースのセ
ット（たとえば電力、ＰＳＤ、帯域幅、副搬送波、アンテナ選択、繰り返し周波数パター
ンなど）をスケジューリングする。動作８２０は、複数の条件（たとえば、他セクタの干
渉レベル、データピークレート、指定パケットフォーマットでの成功した通信など）を満
たすのに必要なリソースの設定点予測を用いて、リソース割当てが不整合を示すかどうか
検査する確認動作である。態様において、かかる設定点は、本明細書で前述した手法７０
０を用いて判定される。不整合がない場合、動作８３０において、通信が維持し続けられ
る。他の一態様では、かかる通信を３Ｇ　ＵＭＢ無線システムで行う。この３Ｇ　ＵＭＢ
無線システムは、数ある特徴の中でも特に、柔軟な帯域幅使用（たとえば１．２５ＭＨｚ
から最大２０ＭＨｚまでのＢＷを利用できる）、低い待ち時間（たとえば約１６ｍｓ以下
）、ＭＩＭＯモードでの動作（図１０および１１を参照）などの特徴を示すパケット交換
無線通信プロトコルである。
【００５１】
　確認チェック８２０が、リソース割当てと予測リソースとの間に不整合が存在すること
を示す場合、応答が生成される。かかる応答は動作８４０で実行される。この動作８４０
において、伝送が中止され、動作８１０のリソース割当てが破棄される。あるいは、動作
８５０において、予測リソースが動作８１０のリソース割当ての代わりに採用される。動
作８６０において、割当てられた通信リソースは、通信がリソース予測の生成時に採用さ
れた条件を超えることなく進行するのを可能にするレベルに適応される。一態様において
、適応は、たとえばデータパケットフォーマットの変更、ＨＡＲＱプロセス順序の変更、
その他から構成される。不整合の判定（動作８２０）に対するさらなる応答が８７０で実
行され、この８７０では、リソース割当てがリソース調整しないで採用される。
【００５２】
　図９は、無線通信システムにおける割当て不整合を判定した端末からリソースの代替の
セットを受信することに応答して通信リソースをスケジューリング／再スケジューリング
するための方法９００の流れ図である。動作９１０において、通信リソースの第１のセッ
トがスケジューリングされる。一態様では、このリソースのセットは、このリソースをス
ケジューリングしているアクセスポイント（たとえばＡＰ２５０）と通信する端末（たと
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えば移動体２２０）に対してスケジューリングされる。９２０において、リソースの第２
のセットが、リソースの第１のセットに応答して受信される。この態様の他の一局面にお
いて、かかる第２のセットは、スケジューリングＡＰと通信している端末であって、スケ
ジュール対象のリソースの第１のセット（動作９１０）が、端末によって確定されたリソ
ース予測と不整合になっている（図４Ａ、４Ｂおよび４Ｃならびに手法７００を参照）と
判定した端末から発生する。動作９３０において、リソースの第１のセットを受信された
代替のセットに鑑みて再スケジューリングすべきかどうかについて判定がなされる。この
態様のさらに他の一局面において、リソースの第１のセットを再スケジューリングするこ
とにより、ステップ９２０を引き起こし得た不整合からの回復をもたらす（８００も参照
）。リソースを再スケジューリングしないと判定された場合、動作９４０において伝送が
中止され、そうでない場合、９５０においてリソースの第１のセットが再スケジューリン
グされる。
【００５３】
　図１０は、本明細書で述べられる１つまたは複数の態様による無線通信環境におけるセ
ル／セクタ通信を提供できる多入力多出力（ＭＩＭＯ）システムの送信機システム１０１
０（たとえば基地局１１０）および受信機システム１０５０（たとえばアクセス端末２２
０）の実施形態のブロック図１０００である。送信機システム１０１０では、多数のデー
タの流れに関するトラヒックデータが、データソース１０１２から送信（ＴＸ）データプ
ロセッサ１０１４に提供される。一実施形態において、各々のデータの流れは、それぞれ
の送信アンテナを通じて伝送される。ＴＸデータプロセッサ１０１４は、各々のデータの
流れが符号化データを提供するように選択される特定のコーディング方式に基づいて、当
該のデータの流れに関するトラヒックデータをフォーマット、符号化およびインタリーブ
する。各々のデータの流れに関する符号化データは、ＯＦＤＭ技法を用いてパイロットデ
ータで多重化される。このパイロットデータは通常、知られているやり方で処理され、受
信機システムにおいてチャネル応答を推定するのに使用される、知られているデータパタ
ーンである。多重化されたパイロットデータおよび各々のデータの流れに関する符号化デ
ータは、次いで、当該のデータの流れが変調シンボルを提供するように選択される特定の
変調スキーム（たとえばＢＰＳＫ、ＱＰＳＫ、Ｍ－ＰＳＫまたはＭ－ＱＡＭ）に基づいて
変調される（たとえば、シンボルマッピングされる）。各々のデータの流れに関するデー
タレート、コーディングおよび変調は、プロセッサ１０３０によって実行される命令によ
って決定され、データのみならずこの命令も、メモリ１０３２内に格納される。加えて、
本発明の一態様によれば、送信機は、リソース不整合に応答して受信機から受信されたフ
ィードバックによって変調方式を切り換えることができる。
　
【００５４】
　すべてのデータの流れに関する変調シンボルは、次いで、ＴＸ　ＭＩＭＯプロセッサ１
０２０に渡される。かかるプロセッサは、この変調シンボルをさらに処理する（たとえば
ＯＦＤＭ）。ＴＸ　ＭＩＭＯプロセッサ１０２０は次いで、ＮＴ個の変調シンボルの流れ
をＮＴ台のトランシーバ（ＴＭＴＲ／ＲＣＶＲ）１０２２Ａ～１０２２Ｔに渡す。いくつ
かの実施形態では、ＴＸ　ＭＩＭＯプロセッサ１０２０は、ビームフォーミング重み（ま
たはプリコーディング）を、データの流れのシンボルに対して、かつシンボルが伝送され
ているアンテナに対して適用する。各トランシーバ１０２２は、それぞれのシンボルの流
れを受信および処理して１つまたは複数のアナログ信号を提供し、さらにＭＩＭＯチャネ
ル上での伝送に適した変調信号を提供するようにこのアナログ信号を調節する（たとえば
増幅、フィルタリングおよびアップコンバートする）。次いでトランシーバ１０２２Ａ～
１０２２ＴからのＮＴ個の変調信号は、それぞれＮＴ本のアンテナ１０２４１～１０２４

Ｔから伝送される。受信機システム１０５０では、これらの伝送された変調信号が、ＮＲ

本のアンテナ１０５２１～１０５２Ｒによって受信され、各アンテナ１０５２からのかか
る受信信号は、それぞれのトランシーバ（ＴＭＴＲ／ＲＣＶＲ）１０５４Ａ～１０５４Ｒ

に渡される。各トランシーバ１０５４Ａ～１０５４Ｒは、それぞれの受信信号を調節し（
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たとえばフィルタリング、増幅およびダウンコンバートし）、この調節された信号をディ
ジタル化してサンプルを提供し、さらにこのサンプルを処理して、対応する「受信」シン
ボルの流れを提供する。
【００５５】
　ＲＸデータプロセッサ１０６０は次いで、特定の受信機処理技法に基づいてＮＲ台のト
ランシーバ１０５４Ａ～１０５４ＲからＮＲ個の受信シンボルの流れを受信および処理し
て、ＮＴ個の「検出」シンボルの流れを出力する。ＲＸデータプロセッサ１０６０は次い
で、各々の検出されたシンボルの流れを復調、ディインタリーブおよび復号化して、デー
タの流れに関するトラヒックデータを回復する。ＲＸデータプロセッサ１０６０による処
理は、送信機システム１０１０のＴＸ　ＭＩＭＯプロセッサ１０２０およびＴＸデータプ
ロセッサ１０１４によって行われる処理に対して相補的である。プロセッサ１０７０は、
どのプリコーディング行列を使用すべきか定期的に決定し、かかる行列をメモリ１０７２
内に格納する。プロセッサ１０７０は、行列インデックス部およびランク値部を備える逆
方向リンクメッセージを作成する。メモリ１０７２は、プロセッサ１０７０によって実行
されると逆方向リンクメッセージを作成する結果をもたらす命令を格納する。例として、
かかる情報は、調整された通信リソース、スケジュール対象のリソースを調整するための
オフセット値、およびデータパケットフォーマットを復号化するための情報を備える。こ
の逆方向リンクメッセージは、通信リンクもしくは受信データの流れ、またはこれら通信
リンクもしくは受信データの流れの組合せに関する様々なタイプの情報を備える。この逆
方向リンクメッセージは次いで、ＴＸデータプロセッサ１０３８によって処理され、この
プロセッサ１０３８はまた、データソース１０３６から多数のデータの流れに関するトラ
ヒックデータを受信する。かかる逆方向リンクメッセージは、変調器１０８０によって変
調され、トランシーバ１０５４Ａ～１０５４Ｒによって調節され、送信機システム１０１
０へと返送される。
【００５６】
　送信機システム１０１０において、受信機システム１０５０からのかかる変調信号は、
アンテナ１０２４１～１０２４Ｔによって受信され、トランシーバ１０２２Ａ～１０２２

Ｔによって調節され、復調器１０４０によって復調され、ＲＸデータプロセッサ１０４２
によって処理されて、受信機システム１０５０によって伝送されたリザーブリンクメッセ
ージ（reserve link message）を抽出する。プロセッサ１０３０は次いで、ビームフォー
ミング重みを決定するためにどのプリコーディング行列を使用すべきかについて判定し、
この抽出されたメッセージを処理する。
【００５７】
　図１０に示したように、以上の動作によれば、シングルユーザＭＩＭＯ動作モードは、
単一の受信機システム１０５０が送信機システム１０１０と通信する場合に対応する。こ
のようなシステムでは、ＮＴ台の送信機１０２４１～１０２４Ｔ（ＴＸアンテナとも呼ば
れる）およびＮＲ台の受信機１０５２１～１０５２Ｒ（ＲＸアンテナとも呼ばれる）が、
無線通信用の行列チャネル（たとえば、レイリーチャネルまたはガウスチャネル）を形成
する。ＳＵ－ＭＩＭＯチャネルは、ランダムな複素数からなるＮＲ×ＮＴの行列によって
記述される。チャネルのランクは、ＮＲ×ＮＴチャネルの階数（algebraic rank）に等し
い。時空間符号化または空間周波数符号化では、このランクは、チャネルを介して送達さ
れるデータの流れまたは層の個数に等しい。このランクは、最大でもｍｉｎ｛ＮＴ，ＮＲ

｝に等しいものと理解されたい。ＮＴ本の送信アンテナとＮＲ本の受信アンテナによって
形成されるＭＩＭＯチャネルは、ＮＶ個の独立チャネル（空間チャネルとも呼ばれる）（
ただし、ＮＶ≦ｍｉｎ｛ＮＴ，ＮＲ｝）に分解することができる。ＮＶ個の独立チャネル
の各々は次元に対応する。
【００５８】
　一態様において、ＯＦＤＭを用いてトーンωで送受信されるシンボルは、次式のように
モデル化することができる。
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【数１】

【００５９】
式中、ｙ（ω）は、受信データの流れでありかつＮＲ×１ベクトルであり、Ｈ（ω）は、
トーンωにおけるチャネル応答ＮＲ×ＮＴ行列（たとえば時間依存チャネル応答行列ｈの
フーリエ変換）であり、ｃ（ω）は、ＮＴ×１アウトプットシンボルベクトルであり、ｎ
（ω）は、ＮＲ×１雑音ベクトル（たとえば付加白色ガウス雑音）である。プリコーディ
ングにより、ＮＶ×１層ベクトルをＮＴ×１プリコーディングアウトプットベクトルに変
換することができる。ＮＶは、送信機１０１０によって伝送されたデータの流れ（層）の
実際の数値であり、ＮＶは、少なくとも部分的に端末によって報告されるチャネル条件お
よびランクに基づいて、送信機（たとえばアクセスポイント２５０）の判断でスケジュー
リングされる。ｃ（ω）は、送信機によって適用される少なくとも１つの多重化方式およ
び少なくとも１つのプリコーディング（またはビームフォーミング）方式の結果であるも
のと理解されたい。加えて、ｃ（ω）は、電力利得行列を用いて畳み込まれ、それによっ
て、送信機１０１０が、各々のデータの流れＮＶを伝送するために割り振っている電力量
が算出される。かかる電力利得行列は、アクセス端末２２０に割当てられるリソースであ
り得、本明細書で説明されるオフセットの調整を通して操作され得るものと理解されたい
。無線チャネルのＦＬ／ＲＬ相互関係に鑑みて、ＭＩＭＯ受信機１０５０からの伝送は、
実質的に同じ要素を算入することにより、やはり式（１）のような形でモデル化すること
ができる。加えて、受信機１０５０は、逆方向リンクのデータを伝送する前にプリコーデ
ィング方式を適用することもできる。
【００６０】
　システム１０００（図１０）において、ＮＴ＝ＮＲ＝１のとき、このシステムは、１入
力１出力（ＳＩＳＯ）システムに変化する一方、ＮＴ＞１およびＮＲ＝１のときは、多入
力１出力（ＭＩＳＯ）に変化する。いずれのシステムも、本明細書で述べられる１つまた
は複数の態様による無線通信環境におけるセクタ通信を提供することができる。
【００６１】
　図１１は、例示的マルチユーザＭＩＭＯシステム１１００を示し、このシステム１１０
０内では、３つのＡＴ２２０Ｐ、２２０Ｕおよび２２０Ｓが、本明細書で開示される態様
に従ってアクセスポイント２５０と通信する。アクセスポイントは、ＮＴ本のＴＸアンテ
ナ１０２４１～１０２４Ｔを有し、ＡＴの各々は、複数のＲＸアンテナを有する。すなわ
ち、ＡＴＰは、ＮＰ本のアンテナ１０５２１～１０５２Ｐを有し、ＡＰＵは、ＮＵ本のア
ンテナ１０５２１～１０５２Ｕを有し、ＡＰＳは、ＮＳ本のアンテナ１０５２１～１０５
２Ｓを有する。端末と基地局の間の通信は、上りリンク１１１５Ｐ、１１１５Ｕおよび１
１１５Ｓを介して行われる。同様に、下りリンク１１１０Ｐ、１１１０Ｕおよび１１１０

Ｓは、それぞれアクセスポイント２５０と端末ＡＴＰ、ＡＴＵおよびＡＴＳとの間の通信
を促進する。加えて、各端末とアクセスポイントの間の通信は、図１０および図１０に対
応する説明において示したのと実質的に同じ仕方で、実質的に同じコンポーネントによっ
て実施される。各端末は、アクセスポイント２５０によってサービスされるセル内での実
質的に異なる位置に配置できるので、それぞれのユーザ機器２２０Ｐ、２２０Ｕおよび２
２０Ｓは、当該のユーザ機器自身のランクで当該のユーザ機器自身の行列チャネルｈαお
よび応答行列Ｈα（α＝Ｐ、ＵおよびＳ）を有する。基地局２５０によってサービスされ
るセル内に複数のユーザがいることが原因で、セル内干渉が存在することがある。図１１
には３つの端末が示されているが、ＭＵ（multiple user）－ＭＩＭＯシステムは、（以
下において添え字ｋで示した）任意の数の端末を備え得るものと理解されたい。アクセス
端末２２０Ｐ、２２０Ｕおよび２２０Ｓの各々は、割当てられたリソースに関するフィー
ドバック情報をＡＴ２５０に伝送する。このフィードバック情報の例としては、１つまた
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は複数の調整された通信リソース、スケジュール対象のリソースを調整するためのオフセ
ット、および先述したようなリソース割当て不整合に鑑みて伝送に用いられる適応された
データパケットフォーマットを復号化するための情報が挙げられる。さらに、ＡＴ２５０
は、端末２２０Ｐ、２２０Ｕおよび２２０Ｓの各々に関するリソースを、適宜にかつ互い
の他のリソース割当てから独立して再スケジューリングする。
【００６２】
　一態様において、ＯＦＤＭを用いてｋ番目のユーザにトーンωで送受信されるシンボル
は、次式のようにモデル化することができる。
【数２】

【００６３】
式中、各シンボルは、式（１）と同じ意味を有する。マルチユーザダイバーシティが原因
で、ｋ番目のユーザによって受信される信号における他ユーザの干渉は、式（２）の左辺
第２項によってモデル化されるものと理解されたい。プライム（′）記号は、伝送される
シンボルベクトルｃｋが総和から除外されることを示す。数列の各項は、送信機（たとえ
ばアクセスポイント２５０）がセル内の他ユーザに伝送するシンボルの、ｋ番目のユーザ
によって（このユーザのチャネル応答Ｈｋを介して）される受信を表す。
【００６４】
　図１２は、本明細書で述べられる各種態様による無線通信システムにおける逆方向リン
ク通信リソースとリソース割当て不整合からの回復とを連係させるシステム１２００のブ
ロック図である。一例において、システム１２００はアクセス端末１２０２を含む。図示
のとおり、アクセス端末１２０２は、１つまたは複数のアクセスポイント１２０４から（
１つまたは複数の）信号を受信し、１つまたは複数のアクセスポイント１２０４にアンテ
ナ１２０８を介して送信する。加えて、アクセス端末１２０２は、アンテナ１２０８から
情報を受信する受信機１２１０を備える。一例において、受信機１２１０は、受信した情
報を復調する復調器（Ｄｅｍｏｄ）１２１２と動作的に連結させる。復調されたシンボル
は、次いで、プロセッサ１２１４によって分析される。プロセッサ１２１４はメモリ１２
１６に結合され、このメモリ１２１６は、アクセス端末１２０２に関連するデータおよび
／またはプログラムコードを格納する。加えて、アクセス端末１２０２はプロセッサ１２
１４を使用して、手法７００、８００および９００ならびに／または他の適切な手法を実
施する。またアクセス端末１２０２は、変調器１２１８を含み、この変調器１２１８は信
号を多重化して、送信機１２２０がアンテナ１２０８を介して１つまたは複数のアクセス
ポイント１２０４に送信する。
【００６５】
　図１３は、本明細書で述べられる各種態様による無線通信システムにおける逆方向リン
ク通信リソースと干渉処理とを連係させるシステム１３００のブロック図である。一例に
おいて、システム１３００は、基地局またはアクセスポイント１３０２を含む。図示のと
おり、アクセスポイント１３０２は、（１つまたは複数の）信号を１つまたは複数のアク
セス端末１３０４から受信（ＲＸ）アンテナ１３０６を介して受信し、送信（ＴＸ）アン
テナ１３０８を介して１つまたは複数のアクセス端末１３０４に送信する。
【００６６】
　加えて、アクセスポイント１３０２は、受信アンテナ１３０６から情報を受信する受信
機１３１０を備える。一例では、受信機１３１０は、受信した情報を復調する復調器（Ｄ
ｅｍｏｄ）１３１２と動作的に関係付けられる。復調されたシンボルは、次いで、プロセ
ッサ１３１４によって分析される。プロセッサ１３１４はメモリ１３１６に結合され、こ
のメモリ１３１６は、コードクラスタ（code cluster）、アクセス端末割当て、アクセス
端末割当てに関するルックアップテーブル、固有スクランブルシーケンス（unique scram
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bling sequence）、および／または他の適切なタイプの情報に関連する情報を格納する。
またアクセスポイント１３０２は、変調器１３１８を含み、この変調器１３１８が信号を
多重化して、送信機１３２０が送信アンテナ１３０８を介して１つまたは複数のアクセス
端末１３０４に送信する。
【００６７】
　次に、開示される内容の諸態様を可能にし得るシステムを、図１４および１５に関連し
て説明する。かかるシステムは機能ブロックを含み、この機能ブロックは、プロセッサも
しくは電子マシン（electronic machine）、ソフトウェア、またはこれらの組合せ（たと
えばファームウェア）によって実施される機能を表す機能ブロックであってよい。
【００６８】
　図１４は、本明細書で説明される諸態様による無線システムにおけるリソース割当て不
整合からの回復を可能にする例示的システムのブロック図を示す。システム１４００は、
少なくとも部分的に、移動体（たとえばアクセス端末２２０）の中に存在する。システム
１４００は、一緒に動作し得る電子的コンポーネントの論理的グルーピング１４１０を含
む。一態様において、論理的グルーピング１４１０は、通信リソース予測を確定するため
の電子的コンポーネント１４１５であって、無線システムにおける予測リソースとチャネ
ル品質条件の開ループ推定値とを計算するための電子的コンポーネント１４２５に並行し
て、このコンポーネント１４２５に引き続いて、またはこのコンポーネント１４２５の代
わりに動作し、開ループに対するインプット信号として使用される電子的コンポーネント
１４１５と、通信リソース予測とスケジュール対象の通信リソースとの間のリソース割当
て不整合に対する適応型応答を生成するための電子的コンポーネント１４３５と、リソー
ス割当て不整合に対する適応型応答を伝送するための電子的コンポーネント１４４５とを
含む。
【００６９】
　システム１４００はまた、電子的コンポーネント１４１５、１４２５、１４３５および
１４４５に関連する機能を実行するための命令、ならびにかかる機能の実行中に生成され
る計測および計算されたデータを保持するメモリ１４５０を含む。電子的コンポーネント
１４１５、１４２５、１４３５および１４４５の１つまたは複数は、メモリ１４５０の外
部に存在するように示されているが、メモリ１４５０内部に存在するものと理解されたい
。
【００７０】
　次に図１５を参照すると、この図１５は、本発明の一態様による無線通信システムにお
けるリソースのスケジューリング／再スケジューリングを可能にする例示的システム１５
００のブロック図を示している。システム１５００は、少なくとも部分的に基地局（たと
えばアクセスポイント５５０）の中に存在し、一緒に動作し得る電子的コンポーネントの
論理的グルーピング１５１０を含む。一態様において、論理的グルーピング１５１０は、
１つまたは複数の通信リソースをスケジューリングするための電子的コンポーネント１５
１５と、通信リソースの代替のセットを伝達している受信された通信に応答してスケジュ
ール対象の通信リソースを調整するための電子的コンポーネント１５２５と、代替の通信
リソースのセットを再スケジューリングするためのコンポーネント１５３５とを含む。
【００７１】
　図示したように、例示的システム１５００はまた、電子的コンポーネント１５１５、１
５２５および１５３５に関連する機能を実行するための命令、ならびにかかる機能の実行
中に生成され得る計測および計算されたデータを保持するメモリ１５４０を含む。電子的
コンポーネント１５１５、１５２５および１５３５の１つまたは複数は、メモリ１５４０
の外部に存在するように示されているが、メモリ１５４０内部に存在するものと理解され
たい。
【００７２】
　本明細書で説明されている諸実施形態は、ハードウェア、ソフトウェア、ファームウェ
ア、ミドルウェア、マイクロコード、またはこれらの任意の組合せによって実施できるも
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のと理解されたい。システムおよび／または方法が、ソフトウェア、ファームウェア、ミ
ドルウェアまたはマイクロコード、プログラムコードまたはコードセグメント内に実装さ
れるとき、これらのものを、機械可読媒体、ストレージコンポーネントに格納可能である
。コードセグメントは、プロシージャ、関数、サブプログラム、プログラム、ルーチン、
サブルーチン、モジュール、ソフトウェアパッケージ、クラス、または、命令、データ構
造もしくはプログラム文の任意の組合せを表し得る。コードセグメントは、情報、データ
、引数、パラメータもしくはメモリ内容を引き渡すかつ／または受信することにより、他
のコードセグメントまたはハードウェア回路に結合され得る。情報、引数、パラメータ、
データなどは、メモリ共有、メッセージパッシング、トークンパッシング、ネットワーク
伝送などを含めた適切ないかなる手段を使用して引き渡す、転送する、または伝送するこ
とも可能である。
【００７３】
　ソフトウェア実装については、本明細書で説明した技法を、本明細書で述べた諸機能を
実行するモジュール（たとえばプロシージャ、関数など）を用いて実施することができる
。ソフトウェアコードは、メモリユニットに格納されプロセッサによって実行されること
が可能である。このメモリユニットは、かかるプロセッサの内部またはプロセッサの外部
に実装可能であり、その場合、当技術分野で知られているように種々の手段を通してかか
るプロセッサに対して通信的に結合され得る。
【００７４】
　本明細書で使用する用語「プロセッサ」は、古典的アーキテクチャ、または量子コンピ
ュータを意味し得る。古典的アーキテクチャには、シングルコアプロセッサ；ソフトウェ
アマルチスレッド実行機能を有するシングルプロセッサ；マルチコアプロセッサ；ソフト
ウェアマルチスレッド実行機能を有するマルチコアプロセッサ；ハードウェアマルチスレ
ッド技術を用いるマルチコアプロセッサ；並列プラットフォーム；および、分散共有メモ
リを用いる並列プラットフォームが含まれるが、これらが含まれることに限定されるもの
でない。加えて、プロセッサは、集積回路、特定用途向け集積回路（ＡＳＩＣ）、ディジ
タルシグナルプロセッサ（ＤＳＰ）、フィールドプログラマブルゲートアレイ（ＦＰＧＡ
）、プログラマブルロジックコントローラ（ＰＬＣ）、コンプレックスプログラマブルロ
ジックデバイス（ＣＰＬＤ）、個別ゲートロジック（discrete gate logic）もしくは個
別トランジスタロジック（discrete transistor logic）、個別ハードウェアコンポーネ
ント、または本明細書で説明した機能を実施するように設計されたこれらの任意の組合せ
を意味し得る。量子コンピュータアーキテクチャは、ゲーテッドまたは自己形成量子ドッ
ト（gated or self-assembled quantum dot）、核磁気共鳴プラットフォーム、超伝導ジ
ョセフソン接合などにおいて実施される量子ビットに基づくことが可能である。プロセッ
サは、スペース使用を最適化するためまたはユーザ機器の性能を強化するために、分子お
よび量子ドットベースのトランジスタ、スイッチおよびゲートなどのナノスケールアーキ
テクチャを利用することができるが、これらに限定されない。プロセッサはまた、コンピ
ューティングデバイスの組合せとして、たとえば、ＤＳＰとマイクロプロセッサの組合せ
、複数のマイクロプロセッサ、ＤＳＰコアと協働する１つまたは複数のマイクロプロセッ
サ、または他の任意のかかる配位として実装してもよい。
【００７５】
　さらに、本明細書において用語「メモリ」は、データ記憶装置、アルゴリズム記憶装置
、および他の情報記憶装置を指し、たとえば、限定するものでないが、画像記憶装置、デ
ィジタル音楽およびビデオ記憶装置、チャートおよびデータベースなどが挙げられる。本
明細書で述べたメモリコンポーネントは、揮発性メモリまたは不揮発性メモリであってよ
く、あるいは揮発性および不揮発性メモリの両方を含み得ることが理解されよう。限定で
はなく例示の目的で、不揮発性メモリには読取り専用メモリ（ＲＯＭ）、プログラム可能
ＲＯＭ（ＰＲＯＭ）、電気的プログラム可能ＲＯＭ（ＥＰＲＯＭ）、電気的消去可能ＲＯ
Ｍ（ＥＥＰＲＯＭ）またはフラッシュメモリを挙げることができる。揮発性メモリには、
外部キャッシュメモリとして動作するランダムアクセスメモリ（ＲＡＭ）を挙げることが
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できる。限定ではなく例示の目的で、ＲＡＭは、多くの形態で使用可能であり、たとえば
同期式ＲＡＭ（ＳＲＡＭ）、ダイナミックＲＡＭ（ＤＲＡＭ）、同期式ＤＲＡＭ（ＳＤＲ
ＡＭ）、ダブルデータレートＳＤＲＡＭ（ＤＤＲ　ＳＤＲＡＭ）、エンハンストＳＤＲＡ
Ｍ（ＥＳＤＲＡＭ）、シンクリンクＤＲＡＭ（Synchlink DRAM）（ＳＬＤＲＡＭ）および
ダイレクトラムバスＲＡＭ（direct Rambus RAM）（ＤＲＲＡＭ）などが挙げられる。加
えて、本明細書において、システムおよび／または方法に関して開示されたメモリコンポ
ーネントは、限定されることなくこれらのおよび他の任意の適切なタイプのメモリを備え
ることが意図される。
【００７６】
　　以上に記述した内容は、１つまたは複数の態様の例を含む。上述の諸態様を説明する
ためにコンポーネントまたは手法の考えられ得るあらゆる組合せを記述することは当然不
可能であるが、各種態様のさらなる多くの組合せおよび置き換えが可能であるものと当業
者であれば認識されよう。したがって、説明した諸態様は、添付の特許請求の範囲の趣旨
および範囲に含まれるあらゆるかかる変更形態、修正形態および変形形態を包含すること
が意図される。さらに、用語「含む（includes）」が詳細な説明または特許請求の範囲で
用いられる範囲内においては、かかる用語は、用語「備える（comprising）」が請求項の
中の移行語として使用される際に解釈されるときの「備える」と同じような形で包含する
ことが意図される。
　以下に本願の当初の特許請求の範囲に記載された発明を付記する。
　　［１］
　無線通信システムにおいて使用される通信リソース不整合から回復するための方法であ
って、
　通信リソース割当てを受信することと、
　リソース不整合が前記リソース割当てと予測通信リソースレベルとの間に存在すること
を判定することと、
　前記通信リソース不整合に対してリソース調整を用いて応答することと、
　を備える方法。
　　［２］
　前記リソース調整を伝送することをさらに備える、［１］に記載の方法。
　　［３］
　前記通信リソース割当ては、電力アウトプットレベルおよび電力スペクトル密度からな
る群より選択される１つまたは複数を含む、［１］に記載の方法。
　　［４］
　前記通信リソース割当てはデータパケットフォーマットを含む、［１］に記載の方法。
　　［５］
　前記通信リソース割当ては、帯域幅、周波数繰り返しインデックス、副搬送波間隔から
なる群より選択される１つまたは複数を含む、［１］に記載の方法。
　　［６］
　前記リソース調整は、前記割当てられたリソースの代わりに前記予測通信リソースレベ
ルを使用することを含む、［１］に記載の方法。
　　［７］
　前記リソース調整は、前記割当てられたリソースの一部を使用し、前記予測通信リソー
スレベルを伝達するために最小の電力スペクトル密度で伝送すること含む、［１］に記載
の方法。
　　［８］
　前記リソース調整は、割当てられた電力スペクトル密度（ＰＳＤ）よりも小さいＰＳＤ
での伝送に適合するフォーマットにデータパケットフォーマットを適応させることを含む
、［１］に記載の方法。
　　［９］
　前記適応されたデータパケットフォーマットに適合するＰＳＤでデータパケットを伝送
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することをさらに備える、［８］に記載の方法。
　　［１０］
　前記伝送されるデータパケットで前記予測通信リソースレベルを伝達することをさらに
備える、［９］に記載の方法。
　　［１１］
　前記予測通信リソースレベルを伝達することは、前記データパケットのヘッダーで伝送
されるｍビット（ただし、ｍは前記無線通信システムの仕様または所定の数の変調シンボ
ルに適合する）のオーバヘッドを生じさせる、［１０］に記載の方法。
　　［１２］
　前記予測通信リソースレベルを伝達することは、専用逆方向リンクレート指示チャネル
を使用する、［１０］に記載の方法。
　　［１３］
　［１］に記載の方法を実行するための電子デバイス。
　　［１４］
　無線通信装置であって、前記システムは、
　リソーススケジュールを受信し、リソース予測レベルを計算し不整合が前記スケジュー
ル対象のリソースと前記予測リソースとの間に存在することを判定し、および前記リソー
ス不整合を回復するように構成された集積回路と、
　前記集積回路に結合され、データを格納するメモリと、
　を備える無線通信装置。
　　［１５］
　前記集積回路は、不整合が前記スケジュール対象のリソースと前記予測リソースとの間
に存在すると判定されると、ただちに通信伝送を中止して前記リソーススケジュールを破
棄するようにさらに構成される、［１４］に記載の無線通信装置。
　　［１６］
　前記リソース不整合を回復するために、前記集積回路は、前記予測リソースを使用する
ことを通信するようにさらに構成される、［１４］に記載の無線通信装置。
　　［１７］
　前記リソース不整合を回復するために、前記集積回路は、スケジュール対象のリソース
を調整し、前記調整されたリソースを使用することを通信するようにさらに構成される、
［１４］に記載の無線通信装置。
　　［１８］
　前記集積回路は、パケットフォーマット、帯域幅、ハイブリッド自動再送要求のプロセ
ス順序、電力、および電力スペクトル密度からなる群より選択される少なくとも１つを調
整するように構成される、［１７］に記載の無線通信装置。
　　［１９］
　前記調整されたパケットフォーマットは、スペクトル効率、パケットサイズ、コードレ
ート、およびハイブリッド再送要求処理で使用されるべき変調方式の指定を含む、［１８
］に記載の無線通信装置。
　　［２０］
　前記集積回路は、調整されたリソースを前記無線通信システムの物理層における専用チ
ャネルを介して伝送するようにさらに構成される、［１７］に記載の無線通信装置。
　　［２１］
　前記集積回路は、セルトラヒック負荷、平均セル干渉、他セクタ干渉の指示、およびサ
ービングアクセスポイントで使用可能なアンテナのセットからなる群から選択される少な
くとも１つに基づいて前記リソース不整合を回復するための応答を推測するようにさらに
構成される、［１４］に記載の無線通信装置。
　　［２２］
　前記メモリは、前記計算されたリソース予測を格納する、［１４］に記載の無線通信装
置。
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　　［２３］
　前記メモリは、リソース予測レベルを計算するためのアルゴリズムを格納する、［１４
］に記載の無線装置。
　　［２４］
　前記集積回路は、パイロット強度を計測するようにさらに構成され、前記パイロット強
度は、受信されたパイロット信号、および受信されたパイロット信号の信号対熱雑音比か
らなる群より選択される１つである、［１４］に記載の無線通信装置。
　　［２５］
　リソース不整合からの回復を促進する無線通信において使用される装置であって、
　通信リソース予測を確立するための手段と、
　前記通信リソース予測とスケジュール対象の通信リソースとの間のリソース割当て不整
合に対する適応型応答を生成するための手段と、
　前記リソース割当て不整合に対する前記適応型応答を伝送するための手段と、
　を備える装置。
　　［２６］
　通信リソース予測を確立するための前記手段は、予測リソースの開ループ推定値を計算
するための手段を含む、［２５］に記載の装置。
　　［２７］
　１つまたは複数の通信制約に従って無線通信するのに必要なリソースの開ループ推定値
を計算することをコンピュータに行わせるためのコードと、
　リソース割当てを受信することをコンピュータに行わせるためのコードと、
　１つまたは複数の通信制約に従って無線通信するのに必要なリソースの前記推定値と前
記割当てられたリソースとを比較することおよび前記必要なリソースと前記割当てられた
リソースとが不整合であるかどうか判定することをコンピュータに行わせるためのコード
と、
　前記割当てられたリソース群から１つまたは複数の調整されたリソースを伝送すること
によってリソース不整合に応答することをコンピュータに行わせるためのコードと、
　を備えるコンピュータ可読媒体。
　　［２８］
　受信されたパイロット信号の前記強度を計測することをコンピュータに行わせるための
コードをさらに備える、［２７］に記載のコンピュータ可読媒体。
　　［２９］
　受信されたパイロット信号の信号対熱雑音振幅を計測することをコンピュータに行わせ
るためのコードをさらに備える、［２７］に記載のコンピュータ可読媒体。
　　［３０］
　無線通信するのに必要なリソースの開ループ推定値を計算するときに前記信号対熱雑音
比を使用することをコンピュータに行わせるためのコードをさらに備える、［２７］に記
載のコンピュータ可読媒体。
　　［３１］
　前記割当てられたリソース群から１つまたは複数の調整されたリソースを使用して無線
通信することによってリソースに応答することをコンピュータに行わせるためのコードを
さらに備える［２７］に記載のコンピュータ可読媒体。
　　［３２］
　無線環境において動作する装置であって、
　１つまたは複数の通信リソースをスケジューリングするための手段と、
　通信リソースの代替のセットを伝達している受信された通信に応答して前記スケジュー
ル対象の通信リソースを調整するための手段と、
　前記代替の通信リソースのセットを再スケジューリングするための手段と、
　を備える装置。
　　［３３］
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　無線通信システムにおいて、
　時間／周波数リソースのセットを割当て、調整されたリソースのセットを受信し、およ
び調整されたリソースを使用する通信を実行するように構成された集積回路と、
　前記集積回路に結合され、データおよびアルゴリズムを格納するメモリと、
　を備える装置。
　　［３４］
　前記集積回路は、代替の通信リソースの要求を受信することに応答して通信を中止する
ように構成される、［３３］に記載の装置。
　　［３５］
　前記集積回路は、リソース調整を促進するようにさらに構成され、前記リソース調整は
、少なくともＮステップハイブリッド自動再送要求（ＨＡＲＱ）プロセスからＭステップ
ＨＡＲＱへの変更（ただし、ＭはＮよりも大きく、ＭおよびＮは自然数）である、［３３
］に記載の装置。
　　［３６］
　前記集積回路は、複数のデータパケットフォーマットを復号化するように構成される、
［３３］に記載の装置。
　　［３７］
　前記集積回路は、前記複数のデータパケットフォーマットを復号化するために複数の仮
説的復号化を使用する、［３４］に記載の装置。
　　［３８］
　前記集積回路は、データパケットフォーマットのリスティングを伝達するようにさらに
構成され、リスティングされたデータパケットフォーマットのセットの要素は、通信を実
行するために前記集積回路によって前記受信および調整されたリソースのセット内の要素
の代わりに使用される、［３４］に記載の装置。
　　［３９］
　前記リスティングされたデータパケットフォーマットのセットの第１の要素は前記セッ
トの第２の要素に適合し、適合する要素は前記集積回路によって交換可能なように使用さ
れる、［３４］に記載の装置。
　　［４０］
　前記集積回路は、周波数繰り返しパターンおよび帯域幅を割当てるように構成される、
［３３］に記載の装置。
　　［４１］
　前記集積回路は、電力アウトプットレベルおよび電力スペクトル密度からなる群より選
択される１つまたは複数のリソースを割当てるように構成される、［３３］に記載の装置
。
　　［４２］
　前記集積回路は、通信用に周波数分散された副搬送波または周波数局所化された副搬送
波のセットをスケジューリングするように構成される、［３３］に記載の装置。
　　［４３］
　無線通信システムにおいて使用される方法であって、
　通信リソースの第１のセットをスケジューリングすることと、
　前記スケジュール対象の通信リソースの第１のセットに応答して通信リソースの第２の
セットを受信することと、
　前記受信されたリソースの第２のセットに従って前記通信の第１のセットを再スケジュ
ーリングすべきかどうかを決定することと、
　を備える方法。
　　［４４］
　再スケジューリングすべきかどうかの決定がなされる場合、前記リソースの第２のセッ
トに従って前記リソースの第１のセットを再スケジューリングすることをさらに備える、
［４３］に記載の方法。
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　　［４５］
　再スケジューリングすべきでないという決定がなされるとき、伝送を中止することをさ
らに備える、［４３］に記載の方法。
　　［４６］
　通信リソースの第１のセットをスケジューリングすることは、パケットフォーマット、
帯域幅、周波数繰り返しパターン、ハイブリッド自動再送要求のプロセス順序、電力、お
よび電力スペクトル密度からなる群より選択される１つまたは複数のリソースをスケジュ
ーリングすることを含む、［４３］に記載の方法。
　　［４７］
　前記リソースの第１のセットを再スケジューリングすることは、複数のデータパケット
フォーマットのセットからデータパケットフォーマットを割当てることを含む、［４３］
に記載の方法。
　　［４８］
　前記リソースの第１のセットを再スケジューリングすることは、Ｍステップハイブリッ
ド自動再送要求（ＨＡＲＱ）プロセスを割当てることを含み、前記Ｍステッププロセスは
、第１のスケジュール対象のＨＡＲＱプロセスよりも長い、［４３］に記載の方法。
　　［４９］
　無線通信するためにリソースの第１のセットを割当てることをコンピュータに行わせる
ためのコードと、
　前記通信リソースの第１のセットが予測リソースのセットと不整合であることを伝達し
ている受信された通信に応答して、前記リソースの第１のセットを再割当てすることをコ
ンピュータに行わせるためのコードと、
　を備えるコンピュータ可読媒体。

【図１】 【図２】
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【図７】
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